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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

提出会社の経営指標等

　

回次
第40期
第１四半期
累計(会計)期間

第39期

会計期間

自　平成20年
　　　４月１日
至　平成20年
　　　６月30日

自　平成19年
　　　４月１日
至　平成20年
　　　３月31日

売上高 (百万円) 51,998 195,742

経常利益 (百万円) 3,776 12,487

四半期(当期)純利益 (百万円) 852 6,697

持分法を適用した
場合の投資利益

(百万円) ― ―

資本金 (百万円) 3,532 3,521

発行済株式総数 (株) 29,774,40029,754,400

純資産額 (百万円) 95,069 94,637

総資産額 (百万円) 162,484 158,590

１株当たり純資産額 (円) 3,193.023,180.64

１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) 28.65 225.08

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) 28.65 224.95

１株当たり配当額 (円) ― 30

自己資本比率 (％) 58.5 59.7

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 4,685 5,962

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,583 △7,682

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,037 1,688

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 16,965 12,825

従業員数 (人)
1,526
(5,686)

1,405
(5,892)

(注)　1.当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、四半期連結会計期間に係る主要な経営指標等の推移

　　　　については記載しておりません。

2.売上高には、消費税等は含まれておりません。

　　　3.持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がなく該当がなかったため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第1四半期会計期間において、当社の企業集団（当社及び当社の子会社）が営む事業の内容について、

重要な変更はありません。また、主要な子会社における異動もありません。

　

　

３ 【関係会社の状況】

当第1四半期会計期間において、重要な子会社の異動はありません。

　

　

４ 【従業員の状況】

提出会社の状況

平成20年６月30日現在

従業員数(人) 1,526(5,686)

(注) 1.従業員は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員数であります。

　　 2.従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当第1四半期会計期間における平均雇用人員（1日8時間換算）であり

  ます。
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第２ 【事業の状況】

１ 【仕入及び販売の状況】

(1) 仕入実績

当第１四半期会計期間における仕入実績を商品部門別に示すと、次のとおりであります。
　

商品部門別

当第1四半期会計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日)

金額(百万円)

資材・DIY・園芸用品 14,735

生活用品 11,485

家具・ホームファッション用品 6,699

その他 4,134

　　　　　　　　　　　　合計 37,055

(注)　1.金額は仕入原価によっております。

　　　2.上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 販売実績

当第１四半期会計期間における販売実績を商品部門別に示すと、次のとおりであります。
　

商品部門別

当第1四半期会計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日)

金額(百万円)

資材・DIY・園芸用品 20,935

生活用品 14,551

家具・ホームファッション用品 11,085

その他 5,426

　　　　　　　　　　　　合計 51,998

(注)　1.上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(注)　商品別の構成内容は次のとおりであります。

資材・DIY・園芸用品
大工道具、建築金物、ペイント・ハケ、左官用品、園芸用品、水道用品、エクステリ

ア、木材・シェルフ、ルームアクセサリー、作業用品、グリーン、電材

生活用品 家庭用品、季節用品、収納用品、文具、日用品、調理家電、履物、食品

家具・ホームファッション用品　 家具、フロアカバリング、カーテン、インテリア小物、照明、寝具、リフォーム

その他 カー用品、乗物、ペット用品、灯油他

　

　

２ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

　

３ 【財政状態及び経営成績の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日において当社が判断したものであります。

（1）経営成績の分析

　当第1四半期におけるわが国経済は、サブプライムローンに端を発した米国経済及び金融市場の失速懸

念や原油、原材料価格の高騰の影響を受け、景気の足踏み状況が高まっております。家具・ホームセン
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ター業界におきましても、異業種を含めた企業間競争の激化が続いており、非常に厳しい経営環境となっ

ております。

　このような状況の中で当社は、「お客様満足度100％」の経営理念のもと、店舗におけるお客様志向の徹

底、お客様のニーズにあった商品政策の強化を継続してまいりました。具体的には、来店客数の増加を目

指し、特売商品の多用やチラシ枚数の増加、サイズの拡大等の宣伝広告の強化を実施してまいりました。

また、「資材・ＤＩＹ・園芸用品」「生活用品」「家具・ホームファッション用品」の3本柱の強化及び

差別化にも積極的に取組んでまいりました。しかしながら、足元における景況感への不安による消費者心

理の冷え込みなどの影響や期初からの天候不順等も加わり、売上高は519億98百万円となりました。売上

総利益は継続した値入改善に取組んでおり、162億46百万円、売上総利益率31.2％となりました。また、販

売費及び一般管理費につきましては、販売促進の強化もあり125億35百万円、売上高に対する販売管理比

率は24.1％となりました。この結果、営業利益37億11百万円、営業利益率7.1％、経常利益37億76百万円、経

常利益率7.3％となりました。また、「棚卸資産の評価に関する会計基準」の適用による特別損失の計上

もあり、四半期純利益は8億52百万円となりました。

①売上高、売上総利益　

当第1四半期の売上高は、足元の個人消費の冷え込みの影響もあり、519億98百万円となりました。売

上総利益は162億46百万円、売上総利益率は31.2％となりました。これは、「資材・ＤＩＹ・園芸用

品」、「生活用品」、「家具・ホームファッション用品」の3本柱を中心とした商品力の強化及び差別

化を行なうとともに、継続して値入率の改善に努めてきたことによるものであります。

②売上原価、販売費及び一般管理費　

当第1四半期の売上原価は、357億52百万円となりました。年間を通じてエブリデイ・ロープライス政

策を基本とし、当社のオリジナル商品である「良品得価」や月間奉仕品の「厳選特価」を中心の販売

に取組み、粗利益率の改善や商品管理の強化などにより、売上原価率は68.8％になりました。販売費及

び一般管理費は、経費削減に積極的に取組んだものの広告宣伝費等の販売促進の強化などにより、125

億35百万円となり、売上高に対する経費率は24.1％となりました。

③営業利益　

当第1四半期の営業利益は、37億11百万円、営業利益率は7.1％となりました。

④経常利益　

当第1四半期の経常利益は、37億76百万円となり、経常利益率は7.3％となりました。

⑤四半期純利益　

当第1四半期の四半期純利益は、22億26百万円の特別損失の計上などにより8億52百万円となり、四半

期純利益率は1.6％となりました。

(2) 財政状態の分析

（流動資産）　

当第1四半期末における流動資産の残高は、682億93百万円（前事業年度末比37億78百万円増）とな

りました。増加の主な要因は、現金及び預金の増加（前事業年度末比41億82百万円増）などによるもの

であります。

（固定資産）　

当第1四半期末における固定資産の残高は、941億91百万円（前事業年度末比1億16百万円増）となり

ました。増加の主な要因は、有形固定資産の増加（前事業年度末比1億36百万円増）などによるもので

あります。

（流動負債）　

当第1四半期末における流動負債の残高は、555億5百万円（前事業年度末比38億33百万円増）となり

ました。増加の主な要因は、支払手形及び買掛金の増加（前事業年度末比39億83百万円増）などによる
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ものであります。

（固定負債）　

当第1四半期末における固定負債の残高は、119億9百万円（前事業年度末比3億70百万円減）となり

ました。減少の主な要因は、長期借入金の減少（前事業年度末比4億83百万円減）などによるものであ

ります。

（純資産）　

当第1四半期末における純資産の残高は950億69百万円（前事業年度末比4億31百万円増）となりま

した。

　

(3) キャッシュ・フローの状況

　当期末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、169億65百万円となりました。各

キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）　

営業活動の結果得られた資金は、46億85百万円となりました。この主な要因は、税引前四半期純利益

15億51百万円、仕入債務の増加額39億83百万円に対し、法人税等の支払29億16百万円等によるものであ

ります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は、15億83百万円となりました。この主な要因は、新規出店に伴う有形

固定資産の取得による支出15億5百万円等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動により得られた資金は、10億37百万円となりました。この主な要因は、短期借入金の増加20

億円等によるものであります。

　これらの結果、現金及び現金同等物の当第1四半期末の残高は、169億65百万円となり、前期末に比べ41億

39百万円増加いたしました。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

　

(5) 研究開発活動

　該当事項はありません。

　

(6) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

　当社を取り巻く事業環境は非常に厳しい状況が続いております。ホームセンター業界におきましては、

大手企業によるナショナルチェーン化（全国展開）と店舗の大型化による地域間競争の激化、さらには

他業界（ドラッグストア、ディスカウントストア、大型量販店、家電専門店等）との品揃えや価格におけ

る業態間競争が激しさを増しております。また、家具商品は長引く不況による家具の買い換え需要の伸び

悩み、少子化による入学需要の低迷、新築需要、ブライダル需要の減少により、その売上の伸びに影響を受

けております。

　当社といたしましては、これらの状況を踏まえ、競争力強化、商品構成の充実と付加価値の高い商品の開

発、顧客ニーズに合わせた商品の提供等、競合店とのさらなる差別化が不可欠になるとの認識のもと、商

品政策におきましては、現在約1,200品目となっている当社オリジナル商品である「良品得価」のさらな

る値入改善や品質の強化に取組んでまいります。また、利益率の高い輸入品についてもさらに拡大してい

く計画であります。「資材・DIY・園芸用品」「生活用品」「家具・ホームファッション用品」を３本柱
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と考え一般消費者の方からプロ業者の方まで幅広い顧客層のニーズに対応できる商品を、地域一番の価

格・品質・品揃えで提供できるよう取組んでまいります。また、店舗の差別化といたしましては、積極的

な店舗展開を実施しながら、家具、インテリアをコーディネートさせた「ツーワン・スタイル」の新業態

開発と300坪型の小商圏適用のホームセンターの出店を加速させており、店舗の差別化戦略にも寄与する

ものと期待しております。

　

(7) 経営者の問題意識と今後の方針について

　「お客様満足度100％」を目指した経営は、お客様の声を背景とした商品開発に、作業システムの改善

に、顧客サービスの向上にと反映させ、全社一丸となった経営努力を続けてまいりました。そして、より快

適な生活を創造する「暮らしのクリエーター」としてさらに進化してまいります。具体的な今後の商品

戦略といたしましては、「資材・DIY・園芸用品」「生活用品」「家具・ホームファッション用品」の３

本柱をさらに強化するとともに、お客様のニーズを把握し、他社にない独自の商品開発に取組み、マス化

（大量仕入）による有利な仕入ができるように、商品開発と調達力の強化に努めてまいります。在庫コン

トロールの向上、ＰＯＳデータをはじめとした情報システムの更なる活用も今後取組んでまいります。店

舗戦略といたしましては、増床、改装による既存店の活性化をはかりながら、300坪から5,000坪型までの

小商圏、中商圏、大商圏と地域に適合した店舗展開をおこなってまいります。地域戦略といたしましては、

九州、中国、関西地方はさらにドミナント化をはかりながら、他地域へも商勢圏を拡げてまいります。

　なお、当社は、投下資本に対する利益率をみる総資本経常利益率（ＲＯＩ）を経営指標にしており、中期

的に10.0%以上を目標としております。また、資本の生産性を高めることで、株主資本利益率（ＲＯＥ）の

向上にも努めてまいります。
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第３ 【設備の状況】

（１） 主要な設備の状況

当第1四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

（２） 設備の新設、除却等の計画

(1)重要な設備計画の完了

　　　①重要な設備の新設

　　　　該当事項はありません。

　　　②重要な設備の改修

　　　　該当事項はありません。

 

(2)重要な設備計画の変更　

　　　①重要な設備の新設　

事業所名 所在地
設備の
内容

投資予定金額
資金調達
方法

完了予定年月 完成後の
売り場
面積(㎡)総額

(百万円)
既支払額
(百万円)

変更前 変更後

南倉敷店
岡山県
倉敷市

店輔 993 483
自己資金
および
借入金

平成20年6月 平成20年7月 10,579

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　　②重要な設備の改修

事業所名 所在地
設備の
内容

投資予定金額
資金調達
方法

完了予定年月 完成後の
売り場
面積(㎡)総額

(百万円)
既支払額
(百万円)

変更前 変更後

琴海店新館
長崎県
長崎市

店輔 179 18
自己資金
および
借入金

平成20年7月 平成20年9月 1,558

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(3)重要な設備の新設等

　　　①重要な設備の新設

事業所名 所在地
設備の
内容

投資予定金額
資金調達
方法

着手及び完了予定 完成後の
売り場
面積(㎡)総額

(百万円)
既支払額
(百万円)

着手 完了

あさぎり店
熊本県
球磨郡
あさぎり町

店輔 321 166
自己資金
および
借入金

平成20年4月 平成20年8月 3,452

前原西店
福岡県
前原市

店輔 430 43
自己資金
および
借入金

平成20年6月 平成20年9月 5,425

中津北店
大分県
中津市

店輔 867 34
自己資金
および
借入金

平成20年5月 平成20年11月 9,590

西広島店
広島県
広島市

店輔 925 34
自己資金
および
借入金

平成20年6月 平成20年12月 8,719

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

　　　　②重要な設備の改修
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　　　　　該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 101,504,000

計 101,504,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成20年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年８月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 29,774,40029,774,400
ジャスダック
証券取引所

完全議決権株式であり、権利内
容に何ら限定のない当社におけ
る標準となる株式

計 29,774,40029,774,400― ―

(注)提出日現在の発行数には、平成20年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行され

た株式数は、含まれていません。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

旧商法第280条ノ20及び旧商法第280条ノ21の規定に基づき、平成15年３月８日開催の臨時株主総会に

おいて特別決議された新株予約権(ストックオプション)の状況は、次のとおりであります。
　

第１四半期会計期間末現在
(平成20年６月30日)

新株予約権の数 10個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 　　　　　　　　　　　　　―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数　(注)１ 10,000株

新株予約権の行使時の払込金額　　(注)２ １株当たり　1,100円

新株予約権の行使期間
平成17年４月１日から
平成22年３月31日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額　　(注)２

発行価格　　1,100円
資本組入額　　550円

新株予約権の行使の条件 (注)３

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)３

代用払込みに関する事項 　　　　　　　　　　　　　 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

　　　　　　　　　　　　　―

(注) １　当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により新株予約権の目的となる株式の数を調整し、調整

の結果生じる１株未満の端数については、これを切捨てるものとします。
　
調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率
　
また、当社が他社と吸収合併を行い本件新株予約権が承継される場合、又は当社が新設分割若しくは吸収分割
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を行い本件新株予約権が承継される場合、当社は必要と認める株式数の調整を行います。

なお、平成15年５月23日開催の取締役会決議に基づき、平成15年10月１日付をもって株式１株を1,000株に分

割したことに伴い、新株予約権の目的となる株式の数は140,000株となりました。

２　当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により行使価格を調整し、調整により生ずる１円未満の

端数は切上げるものとします。
　

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率
　
調整前行使価額を下回る価額で新株を発行する場合、又は当社が保有する自己株式の処分を行う場合は、次の

算式により行使価格を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切上げるものとします。
　

調整後

行使価額

既発行
株式数

×
調整前
行使価額

＋新規発行・処分株式数×
１株当たりの払込
・処分価額

＝
既発行株式数＋新規発行・処分株式数

　
また、調整前行使価額を下回る価額により新株式発行又は自己株式移転を受けることができる新株予約権又

は新株予約権が付された新株予約権付社債の発行が行われる場合も、上記算式によって調整します。

なお、平成15年５月23日開催の取締役会決議に基づき、平成15年10月１日付をもって株式１株を1,000株に分

割したことに伴い、新株予約権の行使時の払込金額は１株当たり1,100円、新株予約権の行使により株式を発

行する場合の株式の発行価格は1,100円、資本組入額は550円となりました。

３　新株予約権の行使の条件及び新株予約権の譲渡に関する事項

①　権利者は、新株予約権の行使時において当社又は当社子会社の取締役、監査役、従業員の地位を保有している

ことを要し、権利行使可能日以降に定年退職、死亡又は重度な心身障害による職務不能により権利行使資格

を喪失した場合には、権利者又はその相続人が権利付与契約に定める条件により権利を行使することがで

きます。

②　新株予約権の譲渡、質入、担保提供、その他一切の処分は認められません。

③　その他、新株予約権の行使条件及び新株予約権の譲渡に関する事項については、平成15年３月８日開催の臨

時株主総会及び平成15年３月20日開催の取締役会決議に基づき、当社と当社の対象取締役との間で締結し

た「新株予約権割当契約」に定められています。
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(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成20年４月１日～
平成20年６月30日

20,00029,774,400 11 3,532 11 4,217

(注)　新株予約権の行使による増加であります。

　

(5) 【大株主の状況】

当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。

（注）シュローダー証券投信投資顧問株式会社から平成20年５月22日付で株券等の大量保有の状況に関

する変更報告書の提出があり、平成20年５月15日現在で当社株式を次のとおり保有している旨の報告を

受けておりますが、当社として当第１四半期会計期間末における所有株式数が確認できません。なお、そ

の変更報告書の内容は次のとおりであります。

変更報告書（シュローダー証券投信投資顧問株式会社）

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

シュローダー証券投信投資顧問
株式会社

東京都千代田区丸の内1-11-1 1,183 3.98

シュローダー・インベストメン
ト・マネージメント・ノースア
メリカ・リミテッド

英国　EC2V 7QA　ロンドン、グレシャム・スト
リート31

426 1.43

計 ― 1,610 5.41
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(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載することがで

きませんので、直前の基準日である平成20年３月31日の株主名簿により記載しております。

① 【発行済株式】

平成20年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)        ―       ― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

29,753,300
297,533

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

単元未満株式
普通株式

1,100
― １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 29,754,400― ―

総株主の議決権 ― 297,533 ―

（注）単元未満株式には当社所有の自己株式48株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

該当事項はありません。

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成20年
４月

　
５月

　
６月

最高(円) 1,5951,8521,699

最低(円) 1,3271,4741,570

(注)株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期累計期間(平成20年４月１日か

ら平成20年６月30日まで)に係る四半期財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビュー

を受けております。

　なお、新日本有限責任監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成20年７月１日をもって新日本監査法

人から名称変更しております。

　

３　四半期連結財務諸表について　　

四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項

により当社では、子会社の資産、売上高等から見て、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な

判断を誤らせない程度に重要性が乏しいものとして、四半期連結財務諸表は作成しておりません。　　　

　なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。

　資産基準　　　　　1.8%

　売上高基準　　　　0.8%

　　　利益基準　　　　　1.3%

　　　利益剰余金基準　　1.2%

　　　※会社間項目の消去後の数値により算出しております。
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１【四半期財務諸表】
　（1）【四半期貸借対照表】

（単位：百万円）

当第１四半期会計期間末
(平成20年６月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 20,070 15,888

売掛金 1,484 1,640

商品 44,676 44,977

その他 2,077 2,025

貸倒引当金 △15 △17

流動資産合計 68,293 64,515

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 41,985 43,092

土地 34,715 34,871

建設仮勘定 2,322 922

その他（純額） 1,156 1,157

有形固定資産合計 ※１
 80,179

※１
 80,043

無形固定資産 1,500 1,514

投資その他の資産 ※２
 12,511

※２
 12,516

固定資産合計 94,191 94,074

資産合計 162,484 158,590

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 31,154 27,170

短期借入金 13,430 11,430

1年内返済予定の長期借入金 2,008 2,063

未払法人税等 764 3,030

未払金 2,776 2,850

設備関係支払手形 2,478 2,396

賞与引当金 1,459 962

その他 1,432 1,768

流動負債合計 55,505 51,671

固定負債

長期借入金 6,633 7,117

退職給付引当金 3,274 3,285

役員退職慰労引当金 1,649 1,633

その他 351 244

固定負債合計 11,909 12,280

負債合計 67,415 63,952

純資産の部

株主資本

資本金 3,532 3,521

資本剰余金 4,217 4,206

利益剰余金 87,283 86,877

自己株式 △0 △0

株主資本合計 95,033 94,605

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 35 32

評価・換算差額等合計 35 32

純資産合計 95,069 94,637

負債純資産合計 162,484 158,590
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　（2）【四半期損益計算書】
　　　【第1四半期累計期間】

（単位：百万円）

当第１四半期累計期間
(自 平成20年４月１日
 至 平成20年６月30日)

売上高 51,998

売上原価 35,752

売上総利益 16,246

販売費及び一般管理費 ※１
 12,535

営業利益 3,711

営業外収益

受取利息 8

受取配当金 6

受取手数料 68

受取家賃 50

その他 39

営業外収益合計 172

営業外費用

支払利息 79

不動産賃貸原価 25

その他 2

営業外費用合計 107

経常利益 3,776

特別利益

貸倒引当金戻入額 2

特別利益合計 2

特別損失

商品評価損 1,604

減損損失 621

特別損失合計 2,226

税引前四半期純利益 1,551

法人税等 ※２
 699

四半期純利益 852
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　（3）【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当第１四半期累計期間
(自 平成20年４月１日
 至 平成20年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 1,551

減価償却費 841

減損損失 621

のれん償却額 5

無形固定資産償却費 25

長期前払費用償却額 16

貸倒引当金の増減額（△は減少） △2

退職給付引当金の増減額（△は減少） △10

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 16

賞与引当金の増減額（△は減少） 497

受取利息及び受取配当金 △14

支払利息 79

売上債権の増減額（△は増加） △263

たな卸資産の増減額（△は増加） 297

仕入債務の増減額（△は減少） 3,983

未払消費税等の増減額（△は減少） 228

その他の資産の増減額（△は増加） △56

その他の負債の増減額（△は減少） △158

小計 7,658

利息及び配当金の受取額 14

利息の支払額 △70

法人税等の支払額 △2,916

営業活動によるキャッシュ・フロー 4,685

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △1,505

無形固定資産の取得による支出 △26

敷金及び保証金の差入による支出 △43

敷金及び保証金の回収による収入 11

投資その他の資産の増減額（△は増加） △18

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,583

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 2,000

長期借入金の返済による支出 △537

株式の発行による収入 22

自己株式の取得による支出 △0

配当金の支払額 △446

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,037

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 4,139

現金及び現金同等物の期首残高 12,825

現金及び現金同等物の四半期末残高 16,965
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

当第１四半期会計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

該当事項はありません。

　

【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第１四半期会計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

会計方針の変更

（1）たな卸資産の評価基準及び評価方法の変更

通常の販売目的で保有する棚卸資産については、従

来、主として売価還元法による原価法により算定して

おりましたが、当第1四半期会計期間より「棚卸資産

の評価に関する会計基準」(企業会計基準委員会平成

18年7月5日　企業会計基準第９号)が適用されたこと

に伴い、主として売価還元法による原価法(貸借対照

表価額については収益性の低下に基づく簿価切り下

げの方法)により算定しております。 

 この結果、売上総利益、営業利益、経常利益はそれぞ

れ499百万円増加しており、税引前四半期純利益は

1,104百万円減少しております。

 

（2）リース取引に関する会計基準の適用

「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準

委員会 平成5年6月17日 最終改正平成19年3月30日企

業会計基準第13号）及び「リース取引に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成6年1月

18日 最終改正平成19年3月30日 企業会計基準適用指

針第16号）を当第1四半期会計期間から適用し、所有

権移転外ファイナンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理から通常

の売買取引に係る方法に準じた会計処理に変更し、

リース資産として計上しております。

 また、リース資産の減価償却の方法は、リース期間を

耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する方法に

よっております。 

 なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権移

転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採

用しております。 

　これによる損益に与える影響は軽微であります。
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【簡便な会計処理】

　
当第１四半期会計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

１　棚卸資産の評価方法

当第１四半期会計期間末の棚卸高の算出に関して

は、実地棚卸を省略し、前事業年度末の実地棚卸高を基

礎として合理的な方法により算定する方法によってお

ります。

２　固定資産の減価償却費の算定方法

減価償却の方法として定率法を採用している固定資

産については、事業年度に係る減価償却費の額を期間

按分して算定する方法によっております。 

３　法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算

定方法

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前事

業年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生状

況に著しい変化がないと認められるので、前事業年度

末において使用した将来の業績予測やタックス・プラ

ンニングを利用する方法によっております。

　

【四半期財務諸表の作成に特有の会計処理】

　
当第１四半期会計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

税金費用の計算

税金費用については、当第１四半期会計期間を含む

事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用

後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益

に当該見積実効税率を乗じて計算しております。 
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【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

　
当第１四半期会計期間末
(平成20年６月30日)

前事業年度末
(平成20年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計額　　39,059百万円　　

※２ 投資その他の資産は、貸倒引当金11百万円を控除　

　　　

　　 して表示しております。　　　　

※１ 有形固定資産の減価償却累計額　　38,217百万円　　

　

※２ 投資その他の資産は、貸倒引当金11百万円を控除　

　　　

　　 して表示しております。　　　　

 

　

(四半期損益計算書関係)

　
当第１四半期累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

※１ 販売費及び一般管理費の主なもの

　　　広告宣伝費　　　　　　　　1,259百万円

　　　役員報酬　　　　　　　　　　 63　〃

　　　給与　　　　　　　　　　　4,018　〃

　　　賞与引当金繰入額　　　　　　497　〃

　　　地代家賃　　　　　　　　　1,923　〃

　　　減価償却費　　　　　　　　　878　〃

　　　水道光熱費　　　　　　　　　702　〃

※２ 法人税等調整額は、法人税等に含めて表示してお

　　　ります。
 

　

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

　
当第１四半期累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 20,070百万円

預入期間が３か月超の定期預金 3,105  〃

現金及び現金同等物 16,965百万円
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(株主資本等関係)

当第１四半期会計(累計)期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当第１四半期会計期間末

普通株式(株) 29,774,400

　

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 当第１四半期会計期間末

普通株式(株) 122

　

　

３　新株予約権等に関する事項

目的となる株式の種類 目的となる株式の数(株)
当第１四半期会計期間末残高

(百万円)

普通株式 10,000 ―

　

　
４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年６月26日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 446 15平成20年３月31日 平成20年６月27日

　
　(2) 基準日が当事業年度の開始の日から当四半期会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生日

が当四半期会計期間の末日後となるもの

　　　該当事項はありません。

　

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

　　　特記すべき株主資本の金額の著しい変動はありません。
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(リース取引関係)

リース取引開始日が、「リース取引に関する会計基準」等の適用初年度開始前の所有権移転外ファ

イナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っていますが、当四

半期累計期間におけるリース取引残高は前事業年度末に比べて著しい変動が認められないため、記載

を省略しています。

　

(有価証券関係)

有価証券について前事業年度の末日と比べて著しい変動が認められないため、記載を省略していま

す。

　

(デリバティブ取引関係)

該当事項はありません。

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。

　

(持分法損益等)

当社は関連会社がないため、該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第１四半期会計期間末
(平成20年６月30日)

前事業年度末
(平成20年３月31日)

3,193.02円 3,180.64円

　

２　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

　
当第１四半期累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

１株当たり四半期純利益 28.65円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 28.65円

　

(注)　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

項目
当第１四半期累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

四半期損益計算書上の四半期純利益(百万円) 852

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 852

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳(百万円) ―

普通株主に帰属しない金額(百万円) ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 29,764

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益額

　四半期純利益調整額（百万円） ―

　普通株式増加数(千株) 3

　（うち新株予約権）（千株) 3

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益の算定に含まれなかった潜在
株式について前事業年度末から重要な変動がある
場合の概要

―

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

株式会社ナフコ(E03421)

四半期報告書

23/26



２【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成20年８月11日

株式会社ナフコ

取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　東　　能　利　生　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　堺　　　昌　　義　　印

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社ナフコの平成20年4月1日から平成21年3月31日までの第40期事業年度の第1四半期累計期間（平成20年

4月1日から平成20年6月30日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及

び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ナフコの平成20年6月30日現在の財政状態並び

に同日をもって終了する第1四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

追記情報

　「四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載されているとおり、会社は通常の販

売目的で保有する棚卸資産については、従来、主として売価還元法による原価法により算定していたが、当第1

四半期会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準第９号)が適用されたことに伴い、

主として売価還元法による原価法(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法)に

より算定する方法に変更している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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